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区域例－１（９道州） 

人口 面積 総生産

指定都市等 国 都道府県 市町村等 都道府県 市町村等

（単位） （人） （km2） （百万円） （万円） （万円） （数） （数） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

北海道 5,627,424 83,455 19,635,630 50.60 258 180 3 179,796 17,623 82,134 80,039 3,192 108 3,084

東北 9,634,466 63,987 32,711,690 48.53 251 232 7 301,518 19,183 150,100 132,235 6,684 307 6,377

北関東信越 11,642,927 42,405 43,446,550 55.49 287 232 7 307,337 15,816 155,149 136,372 7,037 290 6,747

南関東 35,356,183 17,483 153,762,788 75.61 327 230 41 764,037 47,542 394,712 321,783 7,197 458 6,739

(東京以外) (22,785,279) (15,380) (71,919,903) (59.10) (288) (191) (18) (463,790) (28,158) (219,301) (216,331) (5,406) (333) (5,073)

（東京） (12,570,904) (2,102) (81,842,885) (105.53) (397) (39) (23) (300,247) (19,384) (175,411) (105,452) (1,791) (125) (1,666)

中部 17,306,944 35,410 72,848,607 65.63 316 211 14 431,679 26,858 199,807 205,014 6,334 368 5,966

関西 21,714,274 31,362 82,353,165 60.34 286 224 22 554,540 32,935 255,347 266,258 6,076 434 5,642

中国・四国 11,761,745 50,602 41,686,449 51.35 266 210 10 354,855 24,806 177,818 152,231 7,427 418 7,009

九州 13,352,022 39,910 43,237,491 47.38 249 261 9 358,486 26,115 181,834 150,537 7,801 369 7,432

沖縄 1,360,830 2,274 3,500,063 36.19 200 41 0 43,407 4,253 23,975 15,179 885 46 839

全国 127,756,815 366,888 493,182,433 61.08 291 1,821 113 3,295,655 215,131 1,620,876 1,459,648 52,633 2,798 49,835

公務員数 地方議会議員数一人当たり
税収

一人当たり
所得

市町村数

 
（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１６年）、総生産：県民経済計算（平成１４年度）における県内総

生産、一人当たり税収：地方税・国税合計（平成１５年度決算ベース、国税については一定の按分を行い算出）を人口で割ったもの、一人当た

り所得：県民経済計算（平成１４年度）における県民所得を人口で割ったもの、市町村数：平成１８年３月３１日現在における市町村の数、指

定都市等：指定都市、中核市、特例市、特別区の数、公務員数：（国）国の地方支分部局の定数（平成１７年版行政機構図のデータに一定の按

分を行い、各県単位で算出）、（地方）平成１６年地方公務員給与実態調査、地方議会議員数：平成１６年地方公務員給与実態調査 

（注） 
１ 道州の区域については様々な考え方があり得る。ここで示した区域例は、各府省の地方支分部局に着目

し、基本的にその管轄区域に準拠したものである。 
２ 東京圏に係る道州の区域については、東京都の区域のみをもって一の道州とすることも考えられる。 
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区域例－２（１１道州） 
 

人口 面積 総生産

指定都市等 国 都道府県 市町村等 都道府県 市町村等

（単位） （人） （km2） （百万円） （万円） （万円） （数） （数） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

北海道 5,627,424 83,455 19,635,630 50.60 258 180 3 179,796 17,623 82,134 80,039 3,192 108 3,084

東北 9,634,466 63,987 32,711,690 48.53 251 232 7 301,518 19,183 150,100 132,235 6,684 307 6,377

北関東 16,265,220 35,233 54,351,230 55.35 279 268 12 366,781 18,626 182,211 165,944 7,231 322 6,909

南関東 28,302,494 13,716 133,818,971 81.12 343 159 35 631,524 39,990 330,552 260,982 5,303 366 4,937

（東京以外） (15,731,590) (11,613) (51,976,086) (61.61) (299) (120) (12) (331,277) (20,606) (155,141) (155,530) (3,512) (241) (3,271)

（東京） (12,570,904) (2,102) (81,842,885) (105.53) (397) (39) (23) (300,247) (19,384) (175,411) (105,452) (1,791) (125) (1,666)

北陸 5,538,581 22,115 21,374,285 54.24 285 86 4 170,810 11,252 85,685 73,873 3,397 187 3,210

東海 15,021,348 28,423 63,800,620 67.03 319 177 12 361,187 21,882 165,738 173,567 5,174 279 4,895

関西 20,892,685 27,173 79,066,004 60.40 286 207 21 527,291 31,401 240,829 255,061 5,539 396 5,143

中国 7,675,475 31,813 28,293,382 52.19 273 114 7 219,839 15,630 108,152 96,057 4,411 246 4,165

四国 4,086,270 18,789 13,393,067 49.77 251 96 3 135,016 9,176 69,666 56,174 3,016 172 2,844

九州 13,352,022 39,910 43,237,491 47.38 249 261 9 358,486 26,115 181,834 150,537 7,801 369 7,432

沖縄 1,360,830 2,274 3,500,063 36.19 200 41 0 43,407 4,253 23,975 15,179 885 46 839

全国 127,756,815 366,888 493,182,433 61.08 291 1,821 113 3,295,655 215,131 1,620,876 1,459,648 52,633 2,798 49,835

一人当たり
税収

一人当たり
所得

市町村数 公務員数 地方議会議員数

 （出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１６年）、総生産：県民経済計算（平成１４年度）における県内総

生産、一人当たり税収：地方税・国税合計（平成１５年度決算ベース、国税については一定の按分を行い算出）を人口で割ったもの、一人当た

り所得：県民経済計算（平成１４年度）における県民所得を人口で割ったもの、市町村数：平成１８年３月３１日現在における市町村の数、指

定都市等：指定都市、中核市、特例市、特別区の数、公務員数：（国）国の地方支分部局の定数（平成１７年版行政機構図のデータに一定の按

分を行い、各県単位で算出）、（地方）平成１６年地方公務員給与実態調査、地方議会議員数：平成１６年地方公務員給与実態調査 

（注） 
１ 道州の区域については様々な考え方があり得る。ここで示した区域例は、各府省の地方支分部局に着目

し、基本的にその管轄区域に準拠したものである。 
２ 東京圏に係る道州の区域については、東京都の区域のみをもって一の道州とすることも考えられる。 
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区域例－３（１３道州） 
 

 

 

人口 面積 総生産
指定都市等 国 都道府県 市町村等 都道府県 市町村等

（単位） （人） （km2） （百万円） （万円） （万円） （数） （数） （人） （人） （人） （人） （人） （人） （人）

北海道 5,627,424 83,455 19,635,630 50.60 258 180 3 179,796 17,623 82,134 80,039 3,192 108 3,084

北東北 3,967,136 35,948 12,537,993 42.76 237 100 3 134,828 8,035 68,566 58,227 3,250 144 3,106

南東北 5,667,330 28,039 20,173,697 52.57 260 132 4 166,690 11,148 81,534 74,008 3,434 163 3,271

北関東 16,265,220 35,233 54,351,230 55.35 279 268 12 366,781 18,626 182,211 165,944 7,231 322 6,909

南関東 28,302,494 13,716 133,818,971 81.12 343 159 35 631,524 39,990 330,552 260,982 5,303 366 4,937

（東京以外） (15,731,590) (11,613) (51,976,086) (61.61) (299) (120) (12) (331,277) (20,606) (155,141) (155,530) (3,512) (241) (3,271)

（東京） (12,570,904) (2,102) (81,842,885) (105.53) (397) (39) (23) (300,247) (19,384) (175,411) (105,452) (1,791) (125) (1,666)

北陸 5,538,581 22,115 21,374,285 54.24 285 86 4 170,810 11,252 85,685 73,873 3,397 187 3,210

東海 15,021,348 28,423 63,800,620 67.03 319 177 12 361,187 21,882 165,738 173,567 5,174 279 4,895

関西 20,892,685 27,173 79,066,004 60.40 286 207 21 527,291 31,401 240,829 255,061 5,539 396 5,143

中国 7,675,475 31,813 28,293,382 52.19 273 114 7 219,839 15,630 108,152 96,057 4,411 246 4,165

四国 4,086,270 18,789 13,393,067 49.77 251 96 3 135,016 9,176 69,666 56,174 3,016 172 2,844

北九州 8,603,745 17,182 28,810,088 50.20 254 133 6 218,413 17,165 110,543 90,705 4,280 221 4,059

南九州 4,748,277 22,727 14,427,403 42.27 240 128 3 140,073 8,950 71,291 59,832 3,521 148 3,373

沖縄 1,360,830 2,274 3,500,063 36.19 200 41 0 43,407 4,253 23,975 15,179 885 46 839

全国 127,756,815 366,888 493,182,433 61.08 291 1,821 113 3,295,655 215,131 1,620,876 1,459,648 52,633 2,798 49,835

地方議会議員数一人当たり
税収

一人当たり
所得

市町村数 公務員数

 

 

（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１６年）、総生産：県民経済計算（平成１４年度）における県内総

生産、一人当たり税収：地方税・国税合計（平成１５年度決算ベース、国税については一定の按分を行い算出）を人口で割ったもの、一人当た

り所得：県民経済計算（平成１４年度）における県民所得を人口で割ったもの、市町村数：平成１８年３月３１日現在における市町村の数、指

定都市等：指定都市、中核市、特例市、特別区の数、公務員数：（国）国の地方支分部局の定数（平成１７年版行政機構図のデータに一定の按

分を行い、各県単位で算出）、（地方）平成１６年地方公務員給与実態調査、地方議会議員数：平成１６年地方公務員給与実態調査 

（注） 
１ 道州の区域については様々な考え方があり得る。ここで示した区域例は、各府省の地方支分部局に着目

し、基本的にその管轄区域に準拠したものである。 
２ 東京圏に係る道州の区域については、東京都の区域のみをもって一の道州とすることも考えられる。 
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道州の区域例については、以下の３つの視点から検証を行った。 

①道州間の均衡について ……………………… 参考１ 

②各道州の自立性について …………………… 参考２ 

③各道州の社会資本等の整備状況について … 参考３ 

 

 

このうち、「②各道州の自立性について」の分析資料（参考２）の凡例は以下のとおりである。 

 

凡例【参考２・各道州の自立性について】 

 

項目 △ ○ ◎ 評価指標

１人当たり税収 ～ ５５万円 ５５万円 ～ ６５万円 ６５万円 ～
平成15年度決算における国税及び地方税の合計値（国
税については一定の按分を行い算出）／区域内人口

財・サービス ～ －１兆円 －１兆円 ～ １兆円 １兆円 ～
平成14年度県民経済計算の、（財貨サービスの移出）
－（財貨サービスの移入）の区域合計額

国内観光 ～ －1万人 -1万人 ～ 1万人 １万人 ～
第３回全国幹線旅客純流動調査（2000年）の観光目的
の移動の（各都道府県への到着人数）－（各都道府県
からの出発人数）の区域合計値

入出国旅客 ～ 80％ 80％ ～ 95％ 95％ ～
平成15年度国際航空旅客動態調査の日本人・外国人出
発旅客の出発地×利用空港別年間旅客数（拡大値）か
ら推計した自区域内空港利用率

国際コンテナ物流 ～ 80％ 80％ ～ 95％ 95％ ～
平成15年度国際海上コンテナ貨物流動調査の全貨物の
生産・消費地×利用港湾別貨物量（１ヶ月値）から推
計した自区域内港湾利用率

食料（金額ベース） ～ 90％ 90％ ～ 110％ 110％ ～
平成15年度食料自給率レポート、平成14年度生産農業
所得統計等からの区域の食料自給率（金額ベース）の
推計値

廃棄物処理 ～－5万t -5万t ～ 5万t 5万t ～
平成14年版日本の廃棄物処理の一般廃棄物の最終処分
場への都道府県間移動量の（受入）－（搬出）の区域
合計値  
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道州の区域例－１（区域例－８） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
                          
 
 
 
 
 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

北海道 東北 東京 関東甲信越 中部 近畿 中国・四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ◎ ○ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ ○ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 2 1 0 1 0

○ 3 1 1 1 3 5 3 3 4

△ 3 3 4 4 2 1 4 3 3  
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＜区域例－１＞ 
 人口に関しては関東甲信越を、また、面積に関

しては東京及び沖縄を除けば、道州間で比較的よ

く均衡が保たれる。また、各道州とも社会資本等

の整備状況が高く、経済財政的な自立性が特に低

い道州はほとんど存在しない。ただし、東京の一

人当たり税収等は突出して高くなる。 
＜区域例－８＞ 
 例－１に比べ、関東甲信越がとりわけ巨大とな

り、小規模な道州との格差が広がることとなる。 

【例－１】 

※例－１に対し、東京を関東甲信越に含めたものが例－８である。 

【参考１・道州間の均衡について】 

○各道州の人口について 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

※グラフの上段が例－８（●で標記）、下段が例－１である（変動分のみ▲で標記） 

 

 

関東甲信越 

東京 東京以外 
中部 近畿 

北海道 

東

北 

中国・四国 

九

州 

沖縄 

 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数

（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）

北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180

東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232

東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39

33,948,683 57,785 115,366,453 58.70 292 423

(46,012,784) (59,887) (197,209,338) (72.14) (324) (462)

中部 17,077,560 35,410 72,848,607 66.52 320 211

近畿 21,684,529 31,362 82,353,165 60.42 287 224

中国・四国 11,886,538 50,602 41,686,449 50.81 263 211

九州 13,445,561 39,910 43,237,491 47.05 247 261

沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41

全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

関東甲信越
（東京を含む）

 

北海道 東北 東京 関東甲信越 中部 近畿 中国・四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ◎ ○ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ ○ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 2 1 0 1 0

○ 3 1 1 1 3 5 3 3 4

△ 3 3 4 4 2 1 4 3 3  

区域例－８ 

【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－１ 

北海道 東北 関東甲信越 中部 近畿 中国・四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ◎ ○ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ ◎ △ ○ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ ◎ ○ ○ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 4 2 1 0 1 0

○ 3 1 0 3 5 3 3 4

△ 3 3 3 2 1 4 3 3  
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道州の区域例－２（区域例－９） 
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＜区域例－２＞ 
道州間の均衡は例－１とほぼ同程度に保たれる

が、中四国を分割することにより、四国は人口・

面積ともに沖縄に次いで小規模となり、社会文化

的な基盤の整備状況や経済財政的な自立性も弱ま

ることとなる。 
＜区域例－９＞ 
 例－２に比べ、関東甲信越がとりわけ巨大とな

り、小規模な道州との格差が広がることとなる。 
 

【例－２】 

※例－２に対し、東京を関東甲信越に含めたものが例－９である。 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－９ 

 

区域例－２ 
○各道州の人口について 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 
※グラフの上段が例－９（●で標記）、下段が例－２である（変動分のみ▲で標記） 

【参考】道州の人口について（上段：例－８、下段：例－９） 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39

33,948,683 57,785 115,366,453 58.70 292 423
(46,012,784) (59,887) (197,209,338) (72.14) (324) (462)

中部 17,077,560 35,410 72,848,607 66.52 320 211
近畿 21,684,529 31,362 82,353,165 60.42 287 224
中国 7,732,499 31,813 28,293,382 51.81 271 114
四国 4,154,039 18,789 13,393,067 48.95 247 97
九州 13,445,561 39,910 43,237,491 47.05 247 261
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

関東甲信越
（東京を含む）

 

北海道 東北 東京 関東甲信越 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 1 1 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 4 4 2 1 4 4 3 3  

北海道 東北 関東甲信越 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ ◎ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ ◎ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 4 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 0 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 3 2 1 4 4 3 3  
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道州の区域例－３（区域例－１０） 
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○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

【参考】道州の人口について（上段：例－８、下段：例－１０） 

○各道州の人口について 

＜区域例－３＞ 
規模・経済力がとりわけ大きな関東甲信越を分

割することにより、人口や税収等も含めた全般的

な均衡がより保たれることとなる。なお、分割後

の北関東及び南関東をみると、社会資本等の整備

状況や経済財政的な自立性はなお高いといえる。 
＜区域例－１０＞ 
例－３に比べ、南関東が人口、総生産、税収等

においてとりわけ大きくなる。 
 
 

 
 

 

【例－３】 

※例－３に対し、東京を南関東に含めたものが例－１０である。 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－３ 

区域例－１０ 
※グラフの上段が例－１０（●で標記）、下段が例－３である（変動分のみ▲で標記） 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39
北関東 11,706,246 42,405 43,446,550 55.19 286 232

22,242,437 15,380 71,919,903 60.54 295 191
(34,306,538) (17,483) (153,762,788) (77.92) (337) (230)

中部 17,077,560 35,410 72,848,607 66.52 320 211
近畿 21,684,529 31,362 82,353,165 60.42 287 224

中国・四国 11,886,538 50,602 41,686,449 50.81 263 211
九州 13,445,561 39,910 43,237,491 47.05 247 261
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

南関東
（東京を含む）

 

北海道 東北 北関東 南関東 中部 近畿 中国・四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ○ ◎ ◎ ○ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ ○ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ ◎ ○ ○ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 4 4 2 1 0 1 0

○ 3 1 1 0 3 5 3 3 4

△ 3 3 2 3 2 1 4 3 3  

北海道 東北 東京 北関東 南関東 中部 近畿 中国・四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ○ ◎ ○ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ △ ◎ ◎ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ △ ◎ △ ○ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ ◎ △ △ △ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 4 1 2 1 0 1 0

○ 3 1 1 1 1 3 5 3 3 4

△ 3 3 4 2 5 2 1 4 3 3  
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道州の区域例－４（区域例－１１） 

  

 

 

 

 

 

 

 
 
                          
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 

 

 

 

関東 

東京 東京以外 
東海 近畿 

北

海

道 
東

北 

九

州 

沖縄 四国 北陸 

中

国 

 

 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000

 北陸 関東 近畿 東海 万人 

関東甲信越 近畿 中部 

 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

 

沖縄 北海道 

関東（東京含まず） 
 

東京 
千 Kｍ2 

関東 
（東京含む） 

 

 

 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000

 

関東 
（東京含む） 

 
 

関東 
（東京含まず） 

沖縄 

東京 万人 
 

＜区域例－４＞ 
北陸は、沖縄、四国に次いで小規模な道州となる

ため、全体として大規模な道州との二分化がやや進

むこととなる。一方、社会資本等の整備状況や道州

の自立性を見ると、北陸はおおむね一定の水準を超

えているといえる。 
＜区域例－１１＞ 
 例－４に比べ、関東が巨大な道州となり、小規模

な道州との格差が広がることとなる。 
 
 

※例－４に対し、東京を関東に含めたものが例－１１である。 

【例－４】 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－４ 

区域例－１１ 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

【参考】道州の人口について（上段：例－９、下段：例－１１） 

○各道州の人口について 

※グラフの上段が例－１１（●で標記）、下段が例－４である（変動分のみ▲で標記） 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39

31,472,950 46,846 106,327,316 59.40 294 388
(43,537,051) (48,948) (188,170,201) (73.41) (327) (427)

北陸 5,606,505 22,115 21,374,285 53.58 281 86
東海 14,775,732 28,423 63,800,620 68.15 325 177
近畿 20,855,585 27,173 79,066,004 60.51 287 207
中国 7,732,499 31,813 28,293,382 51.81 271 114
四国 4,154,039 18,789 13,393,067 48.95 247 97
九州 13,445,561 39,910 43,237,491 47.05 247 261
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

関東
（東京を含む）

 

北海道 東北 東京 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ △ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 0 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 1 2 3 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 4 3 4 2 1 4 4 3 3  

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ △ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 3 0 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 1 3 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 3 4 2 1 4 4 3 3  

008610
テキストボックス
8



道州の区域例－５（区域例－１２） 
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＜区域例－５＞ 
規模・経済力がとりわけ大きな関東を分割するこ

とにより、人口や税収等も含めた全般的な均衡がよ

り保たれることとなる。なお、分割後の北関東及び

南関東をみると、社会資本等の整備状況や経済財政

的な自立性はなお高い。 
＜区域例－１２＞ 
 南関東が人口、総生産、税収等においてとりわけ

大きく、小規模な道州との格差が広がることとなる。 
 

 

※例－５に対し、東京を南関東に含めたものが例－１２である。 

【例－５】 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－５ 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

【参考】道州の人口について（上段：例－１１、下段：例－１２） 

○各道州の人口について 

 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

 東京 南関東 
（東京含まず） 

北海道 沖縄 

千 Kｍ2 

南関東 
（東京含む） 

 
※グラフの上段が例－１２（●で標記）、下段が例－５である（変動分のみ▲で標記） 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39
北関東 16,168,519 35,233 54,351,230 55.68 281 268

15,304,431 11,613 51,976,086 63.33 308 120
(27,368,532) (13,716) (133,818,971) (83.89) (354) (159)

北陸 5,606,505 22,115 21,374,285 53.58 281 86
東海 14,775,732 28,423 63,800,620 68.15 325 177
近畿 20,855,585 27,173 79,066,004 60.51 287 207
中国 7,732,499 31,813 28,293,382 51.81 271 114
四国 4,154,039 18,789 13,393,067 48.95 247 97
九州 13,445,561 39,910 43,237,491 47.05 247 261
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

南関東
（東京を含む）
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北海道 東北 東京 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ○ △ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 1 0 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 1 2 1 3 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 4 3 5 4 2 1 4 4 3 3  

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ○ ◎ △ ◎ ○ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ △ ○

国内観光 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ ○ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 3 0 2 1 1 0 1 0

○ 3 1 2 1 3 3 5 2 3 3 4

△ 3 3 3 3 4 2 1 4 4 3 3  

区域例－１２ 
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道州の区域例－６（区域例－１３） 
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区域例－１３ 

＜区域例－６＞ 
九州を分割することによって、規模面の均衡はそ

れほど失われないが、経済財政面では、他の道州に

比べ、南九州が沖縄に次いで低位となる。また、社

会文化的な基盤の整備状況や経済財政的な自立性は

やや低くなる。 
＜区域例－１３＞ 
南関東が人口、総生産、税収等においてとりわけ

大きく、小規模な道州との格差が広がることとなる。 
 

【例－６】 

※例－６に対し、東京を南関東に含めたものが例－１３である。 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－６ 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

【参考】道州の人口について（上段：例－１２、下段：例－１３） 

○各道州の人口について 

※グラフの上段が例－１３（●で標記）、下段が例－６である（変動分のみ▲で標記） 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
東北 9,817,589 63,987 32,711,690 47.63 246 232
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39
北関東 16,168,519 35,233 54,351,230 55.68 281 268

15,304,431 11,613 51,976,086 63.33 308 120
(27,368,532) (13,716) (133,818,971) (83.89) (354) (159)

北陸 5,606,505 22,115 21,374,285 53.58 281 86
東海 14,775,732 28,423 63,800,620 68.15 325 177
近畿 20,855,585 27,173 79,066,004 60.51 287 207
中国 7,732,499 31,813 28,293,382 51.81 271 114
四国 4,154,039 18,789 13,393,067 48.95 247 97
北九州 8,630,016 17,182 28,810,088 50.05 253 133
南九州 4,815,545 22,727 14,427,403 41.68 237 128
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

南関東
（東京を含む）

 

北海道 東北 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 北九州 南九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ○ ◎ △ ◎ ○ △ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ △ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ ○ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 3 0 2 1 1 0 0 1 0

○ 3 1 2 1 3 3 5 2 3 4 2 4

△ 3 3 3 3 4 2 1 4 4 3 4 3  

北海道 東北 東京 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 北九州 南九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ ◎ ○ ○ △ ◎ ○ △ △ △ △ △

財・サービス △ ○ ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ○

国内観光 ○ ◎ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ △ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ◎ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 3 2 2 1 0 2 1 1 0 0 1 0

○ 3 1 1 2 1 3 3 5 2 3 4 2 4

△ 3 3 4 3 5 4 2 1 4 4 3 4 3  
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道州の区域例－７（区域例－１４） 
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＜区域例－７＞ 
東北を分割することにより、面積は全体としてほ

ぼ均衡することとなるが、人口や経済財政面では、

北東北が南九州と並んで低位となる。また、社会資

本等の整備状況や経済財政的な自立性はやや低くな

る。 
＜区域例－１４＞ 
 南関東が人口、総生産、税収等においてとりわけ

大きく、小規模な道州との格差が広がることとなる。 
 

【例－７】 

※例－７に対し、東京を南関東に含めたものが例－１４である。 

【参考１・道州間の均衡について】 【参考２・各道州の自立性について】 

区域例－７ 

区域例－１４ 

○各道州の面積について 

○各道州の税収について 

【参考】道州の人口について（上段：例－１３、下段：例－１４） 

○各道州の人口について 

※グラフの上段が例－１４（●で標記）、下段が例－７である（変動分のみ▲で標記） 
 

 

南関東 

東京 
東海 近畿 

北

海

道 
北

九
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沖
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四国 北陸 

北関東 

南九州 北東北 南東北 

東京以外 

 
 

中

国 

 

人口 面積 総生産 一人当たり税収 一人当たり所得 市町村数
（単位） （人） （km2） （100万円） （万円） （万円） （数）
北海道 5,683,062 83,455 19,635,630 50.10 256 180
北東北 4,081,187 35,948 12,537,993 41.57 230 100
南東北 5,736,402 28,039 20,173,697 51.94 257 132
東京 12,064,101 2,102 81,842,885 109.96 413 39

北関東 16,168,519 35,233 54,351,230 55.68 281 268
15,304,431 11,613 51,976,086 63.33 308 120

(27,368,532) (13,716) (133,818,971) (83.89) (354) (159)
北陸 5,606,505 22,115 21,374,285 53.58 281 86
東海 14,775,732 28,423 63,800,620 68.15 325 177
近畿 20,855,585 27,173 79,066,004 60.51 287 207
中国 7,732,499 31,813 28,293,382 51.81 271 114
四国 4,154,039 18,789 13,393,067 48.95 247 97

北九州 8,630,016 17,182 28,810,088 50.05 253 133
南九州 4,815,545 22,727 14,427,403 41.68 237 128
沖縄 1,318,220 2,274 3,500,063 37.36 206 41
全国 126,925,843 366,888 493,182,433 61.48 293 1,822

南関東
（東京を含む）

 

北海道 北東北 南東北 東京 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 北九州 南九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ △ ◎ ○ ○ △ ◎ ○ △ △ △ △ △

財・サービス △ △ ◎ ◎ ◎ △ ○ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ○

国内観光 ○ ○ ◎ △ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ △ ○ △ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ △ ○ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ○ ◎ ○ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 1 4 2 2 1 0 2 1 1 0 0 1 0

○ 3 2 0 1 2 1 3 3 5 2 3 4 2 4

△ 3 4 3 4 3 5 4 2 1 4 4 3 4 3  

北海道 北東北 南東北 北関東 南関東 北陸 東海 近畿 中国 四国 北九州 南九州 沖縄

1人当たり税収 △ △ △ ○ ◎ △ ◎ ○ △ △ △ △ △

財・サービス △ △ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ △ ○ △ ○

国内観光 ○ ○ ◎ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

入出国旅客 △ △ △ △ ◎ △ △ ○ △ △ △ △ △

国際コンテナ物流 ○ △ △ △ ○ △ ○ ○ △ △ ○ △ ○

食料（金額ベース） ◎ ◎ ◎ △ △ △ △ △ △ ○ △ ◎ △

廃棄物処理 ○ ○ ◎ ◎ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ 1 1 4 2 3 0 2 1 1 0 0 1 0

○ 3 2 0 2 1 3 3 5 2 3 4 2 4

△ 3 4 3 3 3 4 2 1 4 4 3 4 3  
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【廃棄物の最終処分】 
 

 

廃棄物の最終処分量(平成１４年）
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出典：「平成 14年日本の廃棄物処理」より集計 

 

※一般廃棄物のみで算出 
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【凡例】 

：国公立・私立大学の数（１単位；15 大学） 

：ブロック紙新聞社の数 

：TVのキー局・準キー局の数 

 ：プロ野球球団の数 
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 ：特定重要港湾の数 

 ：経済連合会の数（所在地） 
 

参考３・各道州の社会資本等の整備状況について 
～最も細分化した区域例（区域例－７〔１４団体〕）の場合～ 
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円

 
（

7.
6）

 
(1

6.
9)

 
(6

.6
) 

(8
6.

4)
 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
8,

80
7
千
人

 
7.

58
7
千
人

 
（

7.
5）

 
(7

.5
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
・
国
の
地
方
支
分
部
局
に
は
こ
の
６
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
も
の
が
多
い
。

 
・
東
北
六
県
商
工
会
議
所
連
合
会
の
区
域
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
仙
台
市
（

1,
00

8）
 

 
青
森
市
（

31
9）
、
秋
田
市
（

33
6）
、
い
わ
き
市
（

36
0）
、
郡
山
市
（

33
5）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
 
青
森
空
港
（
ソ
ウ
ル

3、
ハ
バ
ロ
フ
ス
ク

2）
 

秋
田
空
港
（
ソ
ウ
ル

3）
、

 
仙
台
空
港
（
北
京

/上
海

3、
北
京

/大
連

2、
長
春

2、
グ
ァ
ム

4、
ソ
ウ
ル

7、
台
北

2）
 

福
島
空
港
（
ソ
ウ
ル

5、
上
海

2）
 

 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
八
戸
港
（

26
千

TE
U
、

0.
19

%
）

 
 
仙
台
塩
釜
港
（

80
千

TE
U
、

0.
58

%
）

 
 
秋
田
港
（

40
千

TE
U
、

0.
29

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
東
北
６
県
観
光
振
興
戦
略

 
 ⑺
 
そ
の
他
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首
都
圏
 
 

 

茨
城
県
、
栃
木
県
、
群
馬
県
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
新
潟
県
、
山
梨
県
の
９
都
県

 
  

 
 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
44

,5
69
千
人

 
47

,2
89
㎢

 
18

9,
25

5
十
億
円

 
4,

27
9
千
円

 
（

34
.9
）

 
(1

2.
5)

 
(3

8.
4)

 
(1

10
.6

) 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
41

,4
88
千
人

 
35

,0
83
千
人

 
（

35
.3
）

 
(3

4.
9)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
９
都
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
な
い
。

 
 
・
新
潟
県
は
、
北
陸
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

さ
い
た
ま
市
（

1,
13

3）
、
千
葉
市
（

88
7）
、
船
橋
市
（

55
0）
、
八
王
子
市
（

53
6）
、
横

浜
市
（

3,
42

7）
、
川
崎
市
（

1,
25

0）
、
相
模
原
市
（

60
6）
、
新
潟
市
（

80
9）

 
 宇
都
宮
市
（

44
4）
、
前
橋
市
（

32
0）
、
川
口
市
（

46
0）
、
川
越
市
（

33
1）
、
所
沢
市
（

33
0）
、

越
谷
市
（

30
8）
、
松
戸
市
（

46
5）
、
市
川
市
（

44
9）
、
柏
市
（

37
4）
、
町
田
市
（

37
7）
、

横
須
賀
市
（

42
9）
、
藤
沢
市
（

37
9）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
東
京
国
際
空
港
（
ソ
ウ
ル

56
）

 
成
田
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
新
潟
空
港
（
グ
ァ
ム

2、
ハ
ル
ピ
ン

4、
ハ
バ
ロ
フ
ス
ク

2、
上
海

3、
ｳ
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
ｽ
ﾄ
ｸ

3、
ソ
ウ
ル

7）
 

 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
千
葉
港
（

47
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 
東
京
港
（

3,
07

5
千

TE
U
、

22
.3

5%
）

 
 
横
浜
港
（

2,
41

5
千

TE
U
、

17
.5

5%
）

 
 
川
崎
港
（

30
千

TE
U
、

0.
22

%
）

 
 
新
潟
港
（

12
0
千

TE
U
、

0.
88

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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首
都
圏
（
新
潟
県
除
く
）
 

 
茨
城
県
、
栃
木
県
、
群
馬
県
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
山
梨
県
の
8
都
県
 

  

 
  

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
42

,1
17
千
人

 
36

,3
50
㎢

 
18

0,
21

6
十
億
円

 
4,

31
6
千
円

 
（

33
.0
）

 
(9

.6
) 

(3
6.

5)
 

(1
11

.5
) 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
39

,3
02
千
人

 
33

,2
10
千
人

 
（

33
.4
）

 
(3

3.
0)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
８
都
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
と
し
て
は
、
総
合
通
信
局
、
運
輸

局
が
あ
る
。

 
 
・
首
都
圏
整
備
計
画
の
区
域
。

 
 
・
関
東
商
工
会
議
所
連
合
会
の
区
域
は
、
こ
れ
に
静
岡
県
を
加
え
た
も
の
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

さ
い
た
ま
市
（

1,
13

3）
、
千
葉
市
（

88
7）
、
船
橋
市
（

55
0）
、
八
王
子
市
（

53
6）
、
横

浜
市
（

3,
42

7）
、
川
崎
市
（

1,
25

0）
、
相
模
原
市
（

60
6）

 
 宇
都
宮
市
（

44
4）
、
前
橋
市
（

32
0）
、
川
口
市
（

46
0）
、
川
越
市
（

33
1）
、
所
沢
市
（

33
0）
、

越
谷
市
（

30
8）
、
松
戸
市
（

46
5）
、
市
川
市
（

44
9）
、
柏
市
（

37
4）
、
町
田
市
（

37
7）
、

横
須
賀
市
（

42
9）
、
藤
沢
市
（

37
9）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
東
京
国
際
空
港
（
ソ
ウ
ル

56
）

 
成
田
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
千
葉
港
（

47
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 
東
京
港
（

3,
07

5
千

TE
U
、

22
.3

5%
）

 
 
横
浜
港
（

2,
41

5
千

TE
U
、

17
.5

5%
）

 
 
川
崎
港
（

30
千

TE
U
、

0.
22

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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北
関
東
地
方
（
４
県
）
 

 
茨
城
県
、
栃
木
県
、
群
馬
県
、
新
潟
県
の
４
県
 

 

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
9,

48
7
千
人

 
29

,8
06
㎢

 
35

,4
92
十
億
円

 
3,

73
7
千
円

 
（

7.
4）

 
(7

.9
) 

(7
.2

) 
(9

6.
6)

 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
8,

84
8
千
人

 
7,

61
9
千
人

 
（

7.
5）

 
(7

.6
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
４
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
な
い
。

 
 
・
新
潟
県
は
、
北
陸
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

新
潟
市
（

80
9）

 
 宇
都
宮
市
（

44
4）
、
前
橋
市
（

32
0）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
新
潟
空
港
（
グ
ァ
ム

2、
ハ
ル
ピ
ン

4、
ハ
バ
ロ
フ
ス
ク

2、
上
海

3、
ｳ
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
ｽ
ﾄ
ｸ

3、
ソ
ウ
ル

7）
 

 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
新
潟
港
（

12
0
千

TE
U
、

0.
88

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 
・
北
関
東
・
新
潟
地
域
連
携
軸
推
進
協
議
会

 
  ⑺
 
そ
の
他

 

 

33

008610
テキストボックス

008610
テキストボックス
20



北
関

東
地

方
（

３
県

）
 

茨
城

県
、

栃
木

県
、

群
馬

県
の

3
県

 

  

 
  

⑴
 

圏
域

の
規

模
 

（
カ

ッ
コ

内
は

対
全

国
シ

ェ
ア

(%
)、

又
は

対
全

国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面

積
 

(2
00

4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年

度
) 

１
人

当
た

り
G

D
P

（
20

02
年

度
）

 
7,

03
5
千

人
 

18
,8

67
㎢

 
26

,4
53

十
億

円
 

3,
76

2
千

円
 

（
5.

5）
 

(5
.0

) 
(5

.4
) 

(9
7.

2)
 

 ⑵
 

国
の

地
方

支
分

部
局

、
経

済
団

体
等

と
の

関
係

 
 

・
こ

の
３

県
を

管
轄

区
域

と
す

る
地

方
支

分
部

局
は

な
い

。
 

 ⑶
 

人
口

30
万

人
以

上
の

都
市

（
20

05
/1

2/
1現

在
、

括
弧

内
は

20
00

年
国

調
人

口
(千

人
)）

 
宇

都
宮

市
（

44
4）

、
前

橋
市

（
32

0）
 

 ⑷
 

国
際

定
期

便
の

あ
る

空
港

（
数

字
は

週
当

た
り

便
数

）
 

な
し

 
 ⑸

 
主

な
港

湾
（

2
0
0
3
年

外
貿

ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取

扱
個

数
全

国
上

位
3
0
位

ま
で

。
％

は
全

国
シ

ェ
ア

）
 

 
な

し
 

 ⑹
 

広
域

的
な

取
組

の
例
（

取
組

内
容

の
詳

細
は

、
第

1
回

圏
域

部
会

参
考

資
料

１
p9

以
降

を
参

照
）
 

・
広

域
連

携
物

流
特

区
 

 ⑺
 

そ
の

他
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首
都
圏
（
５
都
県
）
 

埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
山
梨
県
の
5
都
県

 

 

 
  

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
35

,0
82
千
人

 
17

,4
83
㎢

 
15

3,
76

3
十
億
円

 
4,

42
8
千
円

 
（

27
.5
）

 
(4

.6
) 

(3
1.

2)
 

(1
14

.4
) 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
32

,6
40
千
人

 
27

,4
64
千
人

 
（

27
.8
）

 
(2

7.
3)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
５
都
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
な
い
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

さ
い
た
ま
市
（

1,
13

3）
、
千
葉
市
（

88
7）
、
船
橋
市
（

55
0）
、
八
王
子
市
（

53
6）
、
横

浜
市
（

3,
42

7）
、
川
崎
市
（

1,
25

0）
、
相
模
原
市
（

60
6）
、

 
 川
口
市
（

46
0）
、
川
越
市
（

33
1）
、
所
沢
市
（

33
0）
、
越
谷
市
（

30
8）
、
、
松
戸
市
（

46
5）
、

市
川
市
（

44
9）
、
柏
市
（

37
4）
、
町
田
市
（

37
7）
、
横
須
賀
市
（

42
9）
、
藤
沢
市
（

37
9）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
東
京
国
際
空
港
（
ソ
ウ
ル

56
）

 
成
田
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
千
葉
港
（

47
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 
東
京
港
（

3,
07

5
千

TE
U
、

22
.3

5%
）

 
 
横
浜
港
（

2,
41

5
千

TE
U
、

17
.5

5%
）

 
 
川
崎
港
（

30
千

TE
U
、

0.
22

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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北
陸
地
方
～
中
部
圏
 

富
山
県
、
石
川
県
、
福
井
県
、
長
野
県
、
岐
阜
県
、
静
岡
県
、
愛
知
県
、
三
重
県
の
８
県
 

  

 
 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
20

,2
93
千
人

 
52

,1
98
㎢

 
84

,0
90
十
億
円

 
4,

15
8
千
円

 
（

15
.9
）

 
(1

3.
8)

 
(1

7.
1)

 
(1

07
.4

) 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
18

,7
82
千
人

 
16

,2
36
千
人

 
（

16
.0
）

 
(1

6.
1)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
８
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
な
い
。

 
 
・
長
野
県
及
び
静
岡
県
は
、
関
東
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 
・
富
山
県
、
石
川
県
及
び
福
井
県
は
、
北
陸
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 
・
さ
ら
に
福
井
県
は
、
近
畿
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

静
岡
市
（

70
7）
、
浜
松
市
（

78
6）
、
名
古
屋
市
（

2,
17

2）
 

 富
山
市
（

42
1）
、
金
沢
市
（

45
6）
、
長
野
市
（

37
9）
、
岐
阜
市
（

40
3）
、
豊
橋
市
（

36
5）
、

豊
田
市
（

39
5）
、
岡
崎
市
（

33
7）
、
一
宮
市
（

36
3）
、
四
日
市
市
（

30
2）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
富
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
ウ
ラ
ジ
オ
ス
ト
ク
２
、
大
連
４
）

 
小
松
空
港
（
ソ
ウ
ル
４
、
上
海
２
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
（
貨
物
）
５
）

 
中
部
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
伏
木
富
山
港
（

46
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 
清
水
港

  
  
（

37
5
千

TE
U
、

2.
72

%
）

 
 
名
古
屋
港

  
（

1,
93

0
千

TE
U
、

14
.0

3%
）

 
 
四
日
市
港

  
（

13
0
千

TE
U
、

0.
95

%
）

  
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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北
陸

地
方

（
４

県
）

 

新
潟

県
、

富
山

県
、

石
川

県
、

福
井

県
の

４
県

 

  

 

⑴
 

圏
域

の
規

模
 

（
カ

ッ
コ

内
は

対
全

国
シ

ェ
ア

(%
)、

又
は

対
全

国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面

積
 

(2
00

4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年

度
) 

１
人

当
た

り
G

D
P

（
20

02
年

度
）

 
5,

57
3
千

人
 

22
,1

15
㎢

 
21

,3
74

十
億

円
 

3,
82

2
千

円
 

（
4.

4）
 

(5
.9

) 
(4

.3
) 

(9
8.

8)
 

 ⑵
 

国
の

地
方

支
分

部
局

、
経

済
団

体
等

と
の

関
係

 
 

・
こ

の
４

県
を

管
轄

区
域

と
す

る
地

方
支

分
部

局
と

し
て

は
、

地
方

農
政

局
が

あ
る

。
 

 
・

新
潟

県
は

、
関

東
の

地
方

支
分

部
局

の
管

轄
の

場
合

も
あ

る
。

 
 
・
富

山
県

、
石

川
県

及
び

福
井

県
は

、
中

部
の

地
方

支
分

部
局

の
管

轄
の

場
合

も
あ

る
。

 
 

・
さ

ら
に

福
井

県
は

、
近

畿
の

地
方

支
分

部
局

の
管

轄
の

場
合

も
あ

る
。

 
 ⑶

 
人

口
30

万
人

以
上

の
都

市
（

20
05

/1
2/

1現
在

、
括

弧
内

は
20

00
年

国
調

人
口

(千
人

)）
 

新
潟

市
（

80
9）

 
 富

山
市

（
42

1）
、

金
沢

市
（

45
6）

 
 ⑷

 
国

際
定

期
便

の
あ

る
空

港
（

数
字

は
週

当
た

り
便

数
）

 
新

潟
空

港
（

グ
ァ

ム
2、

ハ
ル

ピ
ン

4、
ハ

バ
ロ

フ
ス

ク
2、

上
海

3、
ｳ
ﾗ
ｼ
ﾞ
ｵ
ｽ
ﾄ
ｸ

3、
ソ

ウ
ル

7）
 

富
山

空
港

（
ソ

ウ
ル

３
、

ウ
ラ

ジ
オ

ス
ト

ク
２

、
大

連
４

）
 

小
松

空
港

（
ソ

ウ
ル

４
、

上
海

２
、

ル
ク

セ
ン

ブ
ル

グ
（

貨
物

）
５

）
 

 ⑸
 

主
な

港
湾
（

2
0
0
3
年

外
貿

ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取

扱
個

数
全

国
上

位
3
0
位

ま
で

。
％

は
全

国
シ

ェ
ア

）
 

 
新

潟
港

 
 

（
12

0
千

TE
U
、

0.
88

%
）

 
 

伏
木

富
山

港
（

46
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 ⑹

 
広

域
的

な
取

組
の

例
（

取
組

内
容

の
詳

細
は

、
第

1
回

圏
域

部
会

参
考

資
料

１
p9

以
降

を
参

照
）
 

 ⑺
 

そ
の

他
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北
陸
地
方
（
３
県
）
 
 

 
富
山
県
、
石
川
県
、
福
井
県
の
３
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
3,

12
1
千
人

 
11

,1
76
㎢

 
12

,3
35
十
億
円

 
3,

94
5
千
円

 
（

2.
4）

 
(3

.0
) 

(2
.5

) 
(1

01
.9

) 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
2,

79
7
千
人

 
2,

38
7
千
人

 
（

2.
4）

 
(2

.4
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
３
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
、
総
合
通
信
局
、
財
務
局
及
び
国

税
局
が
あ
る
。

 
 
・
富
山
県
、
石
川
県
及
び
福
井
県
は
、
中
部
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
・
さ
ら
に
福
井
県
は
、
近
畿
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 
・
北
陸
経
済
連
合
会
の
範
囲

 
 
・
旧
北
陸
地
方
開
発
促
進
計
画
の
区
域
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

富
山
市
（

42
1）
、
金
沢
市
（

45
6）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
富
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
ウ
ラ
ジ
オ
ス
ト
ク
２
、
大
連
４
）

 
小
松
空
港
（
ソ
ウ
ル
４
、
上
海
２
、
ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
（
貨
物
）
５
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
伏
木
富
山
港
（

46
千

TE
U
、

0.
34

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
環
日
本
海
の
経
済
交
流

 
 ⑺
 
そ
の
他
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中
部
圏
 

長
野
県
、
岐
阜
県
、
静
岡
県
、
愛
知
県
、
三
重
県
の
５
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
17

,1
72
千
人

 
41

,0
21
㎢

 
71

,7
55
十
億
円

 
4,

19
7
千
円

 
（

13
.4
）

 
(1

0.
9)

 
(1

4.
5)

 
(1

08
.4

) 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
15

,9
85
千
人

 
13

,8
49
千
人

 
（

13
.6
）

 
(1

3.
8)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
５
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
と
し
て
は
、
税
関
が
あ
る
。

 
 
・
長
野
県
及
び
静
岡
県
は
、
関
東
の
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
の
場
合
も
あ
る
。

 
 
・
中
部
経
済
連
合
会
の
範
囲

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

静
岡
市
（

70
7）
、
浜
松
市
（

78
6）
、
名
古
屋
市
（

2,
17

2）
 

 長
野
市
（

37
9）
、
岐
阜
市
（

40
3）
、
豊
橋
市
（

36
5）
、
豊
田
市
（

39
5）
、
岡
崎
市
（

33
7）
、

一
宮
市
（

36
3）
、
四
日
市
市
（

30
2）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
中
部
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
清
水
港

  
  
（

37
5
千

TE
U
、

2.
72

%
）

 
 
名
古
屋
港

  
（

1,
93

0
千

TE
U
、

14
.0

3%
）

 
 
四
日
市
港

  
（

13
0
千

TE
U
、

0.
95

%
）

  
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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近
畿
圏
 

滋
賀
県
、
京
都
府
、
大
阪
府
、
兵
庫
県
、
奈
良
県
、
和
歌
山
県
の
６
府
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
20

,8
92
千
人

 
27

,1
73
㎢

 
79

,0
66
十
億
円

 
3,

78
4
千
円

 
（

16
.4
）

 
(7

.2
) 

(1
6.

0)
 

(9
7.

8)
 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
19

,2
80
千
人

 
16

,5
19
千
人

 
（

16
.4
）

 
(1

6.
4)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
６
府
県
を
地
方
支
分
部
局
の
管
轄
区
域
と
す
る
も
の
が
多
い
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
京
都
市
（

1,
47

4）
、
大
阪
市
（

2,
59

9）
、
堺
市
（

83
0）
、
東
大
阪
市
（

51
5）
、
神
戸
市

（
1,

49
3）

 
 
枚
方
市
（

40
3）
、
豊
中
市
（

39
2）
、
高
槻
市
（

35
7）
、
吹
田
市
（

34
8）
、
姫
路
市
（

47
8）
、

尼
崎
市
（

46
6）
、
西
宮
市
（

43
8）
、
奈
良
市
（

37
5）
、
和
歌
山
市
（

38
7）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
関
西
国
際
空
港
（
多
数
に
つ
き
省
略
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
大
阪
港
（

1,
61

0
千

TE
U
、

11
.7

0%
）

 
 
神
戸
港
（

1,
76

5
千

TE
U
、

12
.8

3%
）

  
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

 ⑺
 
そ
の
他
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中
国
地
方
・
四
国
地
方
 

鳥
取
県
、
島
根
県
、
岡
山
県
、
広
島
県
、
山
口
県
、
徳
島
県
、
香
川
県
、
愛
媛
県
、
高
知
県
の
９
県
 

 

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
11

,8
03
千
人

 
50

,6
02
㎢

 
41

,6
86
十
億
円

 
3,

51
6
千
円

 
（

9.
2）

 
(1

3.
4)

 
(8

.5
) 

(9
0.

9)
 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
10

,4
48
千
人

 
8,

90
8
千
人

 
（

8.
9）

 
(8

.9
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
９
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
と
し
て
は
、
防
衛
施
設
局
、
行
政
評

価
局
、
厚
生
局
、
地
方
農
政
局
、
地
方
環
境
事
務
所
が
あ
る
。

 
 
・
一
方
、
中
国
と
四
国
が
分
か
れ
て
い
る
地
方
支
分
部
局
も
多
い
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
岡
山
市
（

65
3）
、
広
島
市
（

1,
13

4）
、
松
山
市
（

50
8）

 
 
倉
敷
市
（

46
1）
、
福
山
市
（

41
7）
、
下
関
市
（

30
1）
、
高
松
市
（

33
7）
、
高
知
市
（

33
4）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
米
子
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
岡
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
７
、
上
海
７
、
グ
ァ
ム
２
）

 
広
島
空
港
（
ソ
ウ
ル

10
、
上
海
７
、
グ
ァ
ム
４
、
大
連
／
北
京
４
、
大
連
３
、
台
北
３
）
 

高
松
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
松
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
上
海
２
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
水
島
港
（

73
千

TE
U
、

0.
53

%
）

 
 
広
島
港
（

15
8
千

TE
U
、

1.
15

%
）

 
 
福
山
港
（

36
千

TE
U
、

0.
26

%
）

 
 
下
関
港
（

70
千

TE
U
、

0.
51

%
）

 
 
徳
山
下
松
港
（

58
千

TE
U
、

0.
42

%
）

 
 
岩
国
港
（

39
千

TE
U
、

0.
28

%
）

 
 
高
松
港
（

25
千

TE
U
、

0.
19

%
）

 
 
松
山
港
（

28
千

TE
U
、

0.
20

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
中
四
国
サ
ミ
ッ
ト

 
・
中
国
・
四
国
ブ
ロ
ッ
ク
内
拠
点
病
院
連
絡
協
議
会

 
 

⑺
 
そ
の
他
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中
国
地
方
 

鳥
取
県
、
島
根
県
、
岡
山
県
、
広
島
県
、
山
口
県
の
５
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
7,

69
2
千
人

 
31

,8
13
㎢

 
28

,2
93
十
億
円

 
3,

66
6
千
円

 
（

6.
0）

 
(8

.4
) 

(5
.7

) 
(9

4.
7)

 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
6,

86
2
千
人

 
5,

88
7
千
人

 
（

5.
8）

 
(5

.9
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
５
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
と
し
て
は
多
数
あ
る
。

 
 
・
一
方
、
中
国
と
四
国
が
同
じ
地
方
支
分
部
局
も
あ
る
。

 
・
中
国
経
済
連
合
会
の
範
囲
。

 
・
中
国
地
方
商
工
会
議
所
連
合
会
の
区
域
。

 
 
・
旧
中
国
地
方
開
発
促
進
計
画
の
区
域

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
岡
山
市
（

65
3）
、
広
島
市
（

1,
13

4）
 

 
倉
敷
市
（

46
1）
、
福
山
市
（

41
7）
、
下
関
市
（

30
1）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
米
子
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
岡
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
７
、
上
海
７
、
グ
ァ
ム
２
）

 
広
島
空
港
（
ソ
ウ
ル

10
、
上
海
７
、
グ
ァ
ム
４
、
大
連
／
北
京
４
、
大
連
３
、
台
北
３
）
 

 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
水
島
港
（

73
千

TE
U
、

0.
53

%
）

 
 
広
島
港
（

15
8
千

TE
U
、

1.
15

%
）

 
 
福
山
港
（

36
千

TE
U
、

0.
26

%
）

 
 
下
関
港
（

70
千

TE
U
、

0.
51

%
）

 
 
徳
山
下
松
港
（

58
千

TE
U
、

0.
42

%
）

 
 
岩
国
港
（

39
千

TE
U
、

0.
28

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
中
国
地
域
産
学
官
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
会
議

 
・
中
国
地
域
観
光
連
携
事
業

 
 ⑺
 
そ
の
他

 
・
こ
の

5
県
で
中
国
知
事
会
。
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四
国
地
方
 

徳
島
県
、
香
川
県
、
愛
媛
県
、
高
知
県
の
４
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
4,

11
1
千
人

 
18

,7
89
㎢

 
13

,3
93
十
億
円

 
3,

23
7
千
円

 
（

3.
2）

 
(5

.0
) 

(2
.7

) 
(8

3.
7)

 
将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
3,

58
6
千
人

 
3,

02
0
千
人

 
（

3.
1）

 
(3

.0
) 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
こ
の
４
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
は
多
数
あ
る
。

 
 
・
一
方
、
中
国
と
四
国
が
同
じ
地
方
支
分
部
局
も
あ
る
。

 
・
四
国
経
済
連
合
会
の
範
囲
。

 
・
四
国
商
工
会
議
所
連
合
会
の
区
域
。

 
 
・
旧
四
国
地
方
開
発
促
進
計
画
の
区
域
。

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
松
山
市
（

50
8）

 
 
高
松
市
（

33
7）
、
高
知
市
（

33
4）

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
高
松
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
松
山
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
上
海
２
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
高
松
港
（

25
千

TE
U
、

0.
19

%
）

 
 
松
山
港
（

28
千

TE
U
、

0.
20

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
四
国
は
ひ
と
つ
（
四
国
４
県
連
携
事
業
）

 
・
歴
史
・
文
化
道
推
進
協
議
会

 
・
野
球
独
立
リ
ー
グ
「
四
国
ア
イ
ラ
ン
ド
リ
ー
グ
」
の
設
立

 
 ⑺
 
そ
の
他

 
・
こ
の

4
県
で
四
国
知
事
会
。
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九
州
地
方
 

福
岡
県
、
佐
賀
県
、
長
崎
県
、
熊
本
県
、
大
分
県
、
宮
崎
県
、
鹿
児
島
県
の
７
県
 

  

 

⑴
 
圏
域
の
規
模
 
（
カ
ッ
コ
内
は
対
全
国
シ
ェ
ア

(%
)、
又
は
対
全
国
比

(全
国

=1
00

)）
 

人
口

 
(2

00
4.

10
.1

) 
面
積

 
(2

00
4
年

) 
G

D
P 

(2
00

2
年
度

) 
１
人
当
た
り

G
D

P
（

20
02
年
度
）

 
13

,4
21
千
人

 
39

,9
10
㎢

 
43

,2
37
十
億
円

 
3,

21
5
千
円

 
（

10
.5
）

 
(1

0.
6)

 
(8

.8
) 

(8
3.

1)
 

将
来
推
計
人
口

 
（

20
30
年
）

 
(2

05
0
年

) 
12

,3
49
千
人

 
10

,7
60
千
人

 
（

10
.5
）

 
(1

0.
7)

 

将
来
推
計
人
口
：
国
立
社
会
保
障
・
人
口
問
題
研
究
所
「
日
本
の
将
来
推
計

人
口
（
平
成
1
4
年
1
月
推
計
）
」
の
中
位
推
計
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土

計
画
局
作
成
。
移
動
率
の
仮
定
は
、
過
去
の
趨
勢
に
沿
っ
て
移
動
率
が
減

少
し
て
い
く
と
仮
定
し
た
ケ
ー
ス
。
 

 ⑵
 
国
の
地
方
支
分
部
局
、
経
済
団
体
等
と
の
関
係

 
 
・
概
ね
こ
の
７
県
を
管
轄
区
域
と
す
る
地
方
支
分
部
局
が
多
い
が
、
一
部
沖
縄
県
ま
で

含
む
も
の
も
あ
る
。

 
 
・
九
州
商
工
会
議
所
連
合
会
の
区
域
。

 
 
・
旧
九
州
地
方
開
発
促
進
計
画
の
区
域

 
 ⑶
 
人
口

30
万
人
以
上
の
都
市
（

20
05

/1
2/

1
現
在
、
括
弧
内
は

20
00
年
国
調
人
口

(千
人

)）
 

 
福
岡
市
（

1,
34

1）
、
北
九
州
市
（

1,
01

1）
、
熊
本
市
（

66
2）
、
鹿
児
島
市
（

60
2）

 
 
久
留
米
市
（

30
5）
、
長
崎
市
（

45
7）
、
大
分
市
（

45
4）
、
宮
崎
市
（

30
6）
、

 
 ⑷
 
国
際
定
期
便
の
あ
る
空
港
（
数
字
は
週
当
た
り
便
数
）

 
福
岡
空
港
（
ｿｳ
ﾙ

25
、
台
北

21
、
上
海

14
、
上
海

/成
都
７
、
北
京
７
、
大
連
７
、
香
港
７
、

ｼﾝ
ｶﾞ
ﾎﾟ
ｰﾙ
７
、
ﾎﾉ
ﾙﾙ
７
、
ｸﾞ
ｧﾑ
７
、
釜
山
５
、
済
州
５
、
ﾊﾞ
ﾝｺ
ｸ５
､ﾏ
ﾆﾗ
４
、
青

島
/西
安
２
、
ｹｱ
ﾝｽ
ﾞ３
、
青
島
１
、
武
漢

/桂
林

2、
広
州

/海
口

2、
瀋
陽

2）
 

長
崎
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
上
海
２
）

 
熊
本
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
大
分
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
上
海
２
）

 
宮
崎
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
）

 
鹿
児
島
空
港
（
ソ
ウ
ル
３
、
上
海
２
）

 
 ⑸
 
主
な
港
湾
（
2
0
0
3
年
外
貿
ｺ
ﾝ
ﾃ
ﾅ
取
扱
個
数
全
国
上
位
3
0
位
ま
で
。
％
は
全
国
シ
ェ
ア
）
 

 
博
多
港
 
 
（

50
7
千

TE
U
、

3.
69

%
）

 
 
北
九
州
港
 
（

37
6
千

TE
U
、

2.
73

%
）

 
 
伊
万
里
港
 
（

31
千

TE
U
、

0.
22

%
）

 
 
大
分
港
 
 
（

27
千

TE
U
、

0.
20

%
）

 
 
志
布
志
港
 
（

34
千

TE
U
、

0.
24

%
）

 
 ⑹
 
広
域
的
な
取
組
の
例
（
取
組
内
容
の
詳
細
は
、
第

1
回
圏
域
部
会
参
考
資
料
１

p9
以
降
を
参
照
）
 

・
九
州
観
光
推
進
機
構

 
・
環
黄
海
経
済
・
技
術
交
流
会
議

 
 ⑺
 
そ
の
他
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団
塊
の
世
代
の
地
域
分
布

現
在
大
都
市
地
域
に
多
数
（
約
３
５
０
万
人
）
存
在
し
て
い
る
団
塊
の
世
代
が
、
今
後
大
量
に
定
年
を
迎
え
る

（
２
０
０
７
年
～
）
。

［
団
塊
の
世
代
の
都
道
府
県
別
分
布
］

（
注
）
団
塊
の
世
代
：
1
9
4
7
～
4
9
年
生

（
出
典
）
国
勢
調
査
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土
計
画
局
作
成

0
1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

札
幌
市

仙
台
市

千
葉
市

東
京
2
3
区

横
浜
市

川
崎
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

［
1
3大
都
市
に
お
け
る
団
塊
の
世
代
の
人
口
］

（
注
）
団
塊
の
世
代
（1
9
47
～
49
年
生
）

（
出
典
）
国
勢
調
査
を
も
と
に
国
土
交
通
省
国
土
計
画
局
作
成

［
団
塊
の
世
代
の
人
口
分
布
］

（
注
）
団
塊
の
世
代
（1
9
47
～
49
年
生
）

（
出
典
）「
平
成
17
年
版
経
済
財
政
白
書
」
よ
り

万
人

5
0
万
人
以
上

2
5
万
人
以
上
5
0
万
人
未
満

1
0
万
人
以
上
2
5
万
人
未
満

5
万
人
以
上
1
0
万
人
未
満

5
万
人
未
満

4
6万
人

4
0万
人

6
3万
人

3
8万
人

5
0万
人

34
万
人

10
万
人

12
万
人

15
万
人

8万
人

31

31
万
人
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４．地域ブロックの概要 
（ 地 域 ブ ロ ッ ク の 区 分 は 「 21 世 紀 の 国 土 の グ ラ ン ド デ ザ イ ン 」 第 ３ 部 の 地 域 区 分 に よ る ）  

 面 積 

(2000 年) 

万 k ㎡ 

推計人口

(2002 年）

千人

ＧＤＰ 

(2002 年度）

百万円

行政投資額

(2002 年度)

百万円
人口 30 万人以上都市 

全 国 ３７．８ 127,435 493,182,433 35,903,348  

北海道 ８．３ 5,670 19,635,630 2,580,849 札幌、旭川、函館 

東 北 

青森県、岩手県、宮城

県、秋田県、山形県、

福島県、新潟県 

７．９ 12,243 41,750,827 4,440,847 

仙台、青森、秋田、郡山、

いわき、新潟 

関 東 

茨城県、栃木県、群馬

県、埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県、山

梨県 

３．７ 41,760 180,216,143 8,920,861 

東京区部、さいたま、千葉、

横浜、川崎、宇都宮、前橋、

川口、川越、所沢、越谷、

船橋、松戸、市川、柏、八

王子、町田、相模原、横須

賀、藤沢 

中 部 

長野県、岐阜県、静岡

県、愛知県、三重県 

４．３ 17,098 71,754,678 4,865,316 

名古屋、静岡、長野、岐阜、

浜松、豊橋、豊田、岡崎、

一宮、四日市 

北 陸 

富山県、石川県、福井

県 

１．３ 3,127 12,335,148 1,340,447 

富山、金沢 

近 畿 

滋賀県、京都府、大阪

府、兵庫県、奈良県、

和歌山県 

２．７ 20,893 79,066,004 4,872,019 

京都、大阪、神戸、堺、東

大阪、枚方、豊中、高槻、

吹田、姫路、尼崎、西宮、

奈良、和歌山 

中 国 

鳥取県、島根県、岡山

県、広島県、山口県 

３．２ 7,718 28,293,382 2,529,426 

広島、岡山、倉敷、福山、

下関 

四 国 

徳島県、香川県、愛媛

県、高知県 

１．９ 4,137 13,393,067 1,536,654 

高松、松山、高知 

九 州 

福岡県、佐賀県、長崎

県、熊本県、大分県、

宮崎県、鹿児島県 

４．２ 13,447 43,237,491 4,306,415 

北九州、福岡、久留米、長

崎、熊本、大分、宮崎、鹿

児島 

沖 縄 ０．２ 1,339 3,500,063 510,515 那覇 

出典：統計でみる県のすがた、人口推計（以上、総務省）、平成 14 年度県民経済計算（内閣府）、平成 14 年度行政

投資実績（総務省） 

※単位未満は四捨五入してあるので,全国の数字と内訳の計は一致していないところがある。 

※推計人口は 10 月 1 日現在。 

※ＧＤＰの全国値は各地域ブロックの数字を合計したものであり、国内総生産の数字とは一致していない。 
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３．全国主要空港・港湾・都市 
 

★ 第１種空港 
空港

▲ 第２種空港(Ａ) 

港湾 ■ 特定重要港湾 

● 政令指定都市 

都市 ◆
人口 50 万人以上都市 

(政 令 指 定 都 市 以 外 、2 0 0 4 年 1 0 月 推 計 人 口 ） 
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※地域ブロックは、いずれも「２１世紀の国土のグランドデザイン」の地域区分に同じ

１人当たり都市公園等面積（平成16年度末現在)

13.1

5.9

10.6

7.3

10.5

7.7

13.3 12.1

0.0

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

東北 関東 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州

㎡/人

特定地区公園（カントリーパーク）を含む。国土交通省都市・地域整備局資料より国土計画局作成

全国平均 8.9

道路改良率（一般国道）（平成16年4月1日現在）

89.9% 92.8%

81.5%
90.3%84.6%86.6%

91.9%
90.1%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

東北 関東 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州

改良済延長を実延長で除したもの。国土交通省道路局資料より国土計画局作成

全国平均 90.3

汚水処理人口普及率(平成16年度末現在)

68.8%

86.1% 89.3%

69.5%71.4%

73.3%

53.4%

80.9%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

東北 関東 中部 北陸 近畿 中国 四国 九州

全国平均 79.4

下水道、農業集落排水施設等、合併処理浄化槽、コミュニティプラントの汚水処理施設による整備人口の総人口に対する割合。
平成１７年８月２２日　国土交通省、農林水産省、環境省　記者発表資料より国土計画局作成
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日
本
政
策
投
資
銀
行

各
地
域
の
地
域
づ
く
り
活
動
中
期
ビ
ジ
ョ
ン
（
概
要
）

北
海
道

○
「
観
光
」
「
食
（
農
業
・
漁
業
）
」
を
核
と
し
た
新

産
業
・
企
業
の
勃
興
支
援

○
札
幌
都
市
圏
の
活
力
を
活
か
し
た
民
間
主

導
に
よ
る
自
立
的
な
北
海
道
の
創
造

東
北

○
先
進
的
技
術
の
事
業
化
に
よ
る
産
業
ク
ラ
ス

タ
ー
の
形
成
（
北
上
川
中
流
域
、
仙
台
、
米
沢

等
）
と
地
域
資
源
を
活
用
し
た
産
業
振
興

○
ゆ
と
り
と
生
き
が
い
に
満
ち
た
社
会
形
成
の

た
め
の
都
市
圏
整
備
と
環
境
と
共
生
す
る
地

域
づ
く
り

北
関
東
・
甲
信

○
地
域
産
業
・
地
域
金
融
機
能
の
再
生
に
よ
る

地
域
経
済
再
生
・
活
性
化

○
我
が
国
を
リ
ー
ド
す
る
高
度
な
研
究
機
能
・

産
業
集
積
の
活
用
に
よ
る
地
域
産
業
競
争
力

強
化
､新
産
業
創
出
､地
域
金
融
・
産
業
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー
ム
の
共
創
（
つ
く
ば
、
諏
訪
地
区
等
）

首
都
圏

○
世
界
的
競
争
力
を
も
っ
た
都
市
圏
と
し
て
の

日
本
経
済
の
「
牽
引
」

○
全
国
で
応
用
可
能
な
地
域
課
題
解
決
へ
の

「
挑
戦
」
（
東
京
湾
臨
海
部
の
低
未
利
用
地
、

都
心
空
洞
化
、
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
等
）

東
海

○
二
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（
空
港
、
国
際
博
）
後
の

持
続
的
活
力
の
発
揮

○
地
域
資
源
の
有
効
活
用
と
環
境
や
防
災
へ

の
配
慮
を
通
じ
た
、
世
界
に
誇
れ
る
「
豊
か
さ

と
信
頼
」
の
実
現

九
州

○
東
ア
ジ
ア
経
済
圏
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に
し
た
産

業
拠
点
（
半
導
体
、
自
動
車
等
）
と
都
市
の
集

積
促
進

○
九
州
一
体
で
の
観
光
の
回
遊
性
確
保
に
よ

る
地
域
活
性
化

中
国

○
地
縁
技
術
と
産
業
集
積
の
ブ
ラ
ン
ド
化
に

よ
る
価
値
の
創
造

○
定
住
地
と
し
て
の
魅
力
向
上
に
よ
る
観
光

再
生
と
地
域
活
性
化

北
陸

○
地
域
で
光
る
技
術
を
活
か
し
た
モ
ノ
づ
く
り

の
基
盤
強
化
（
富
山
・
高
岡
、
金
沢
・
小
松
、

福
井
・
武
生
・
鯖
江
等
）

○
温
泉
、
山
岳
観
光
資
源
に
恵
ま
れ
た
地
域

性
を
活
か
し
た
個
性
あ
る
観
光
地
再
生
・
ま
ち

づ
く
り
の
推
進

新
潟

○
新
潟
県
中
越
地
震
か
ら
の
復
旧
・
復
興

○
新
潟
地
域
の
特
性
を
生
か
し
た
新
潟
ブ
ラ

ン
ド
（
都
市
・
産
業
・
観
光
ブ
ラ
ン
ド
）
の
形
成

関
西

○
「
環
境
」
と
「
技
術
」
に
優
れ
た
関
西
産
業

の
潜
在
力
を
活
用
し
た
「
二
重
の
空
洞
化
」

の
解
決

○
「
民
主
導
」
の
伝
統
を
生
か
し
た
公
民
連

携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推
進

四
国

○
全
国
に
先
駆
け
た
少
子
高
齢
化
に
対

応
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
実
現

○
道
州
制
に
関
す
る
調
査
提
言
な
ど
を

通
じ
た
地
方
分
権
の
推
進

南
九
州

○
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
を
通
じ
た
「
信
頼
性
」

を
重
視
す
る
新
し
い
地
域
モ
デ
ル
の
構
築

○
新
幹
線
を
契
機
と
し
た
、
信
頼
で
き
る

「
ヒ
ト
」
「
モ
ノ
」
「
マ
チ
」
「
カ
ネ
」
づ
く
り

Ｄ
Ｂ
Ｊ
の
立
場
と
し
て
、
こ
う
し
た

将
来
像
を
描
き
実
現
し
て
い
く
こ

と
が
圏
域
と
し
て
の
生
き
残
り
に

役
立
つ
と
の
認
識
の
表
明
。

圏
域
を
重
ね
て
い
る
の
が
特
徴
。

一
種
類
の
圏
域
に
限
定
す
る
の

は
経
済
実
態
に
合
わ
な
い
。

9

008610
テキストボックス

008610
テキストボックス
37



 3

図－３ 旅行雑誌の圏域区分 

 

下 北 半 島

陸 中 海 岸

秩父奥多摩

＊街ＭＡＧＡ千葉

＊東京下町

＊渋谷・新宿
＊東京山手

多摩

＊街ＭＡＧＡ東京

＊駅ＭＡＧＡ東京

＊東京・横浜

＊横浜

＊横浜・鎌倉

＊鎌倉
＊鎌倉を歩こう

三浦半島･湘南

湘南

箱根

＊街ＭＡＧＡ仙台

会 津 若 松

尾 瀬

南 東 北

東 北

北 東 北

函 館 ・ 道 南

＊ 札 幌 ・ 小 樽

利 尻 ・ 礼 文 ・ サ ロ ベ ツ

東 北 海 道

日光･那須

伊豆･伊
豆高原

伊豆箱根

富士山
＊名古屋

富士山麓･山中湖

浜名湖･浜松

熱海

小笠原･伊豆諸島

清里･八ヶ岳
北信濃･長野

松本･安曇野･白馬

軽井沢

金沢･能 ･北陸

立山黒部ｱﾙﾍﾟﾝﾙｰﾄ

蓼科 ･白樺湖

飛騨高山

清里･蓼科･白樺湖

木曽伊那

紀伊半島
淡路島

＊神戸

＊京都･奈良

北近畿
＊京都･大阪

神戸

四国

松山･道後

尾道･今治･福山

＊倉敷･チボリ山陰･山陽
中国

山陽･瀬戸内海

山陰

＊萩･津和野

屋久･種子･奄美

関門下関
北九州

九州

南九州

＊街ＭＡＧＡ福岡

五島
壱岐
対馬

ちくご

■「るるぶ情報版」出版対象地
（平成10年度）

《凡　例》

■地方（複数県にまたがる）

●地域（単一都道府県内）

▲地域（複数県にまたがる）

＊都市（複数都市を含むものあり）

（注）他に各都道府県を扱ったものがある

資料：ＪＴＢ出版「るるぶ情報版」より
（財）日本交通公社作成
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 4

図－４ 旅行商品の圏域区分－夏 

 

北海道

青森

秋田
岩手

山形 宮城

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

東京
千葉

神奈川

新潟

長野

山梨

静岡

富山

石川

岐阜

愛知

福井

滋賀

三重
奈良

和歌山

京都

大阪

兵庫
岡山

広島

鳥取

島根

山口

徳島

香川

愛媛 高知
福岡

佐賀
長崎

大分

熊本

宮崎

鹿児島

北海道(○添乗員同行型　○ﾌﾘｰ　○個人）

北海道・東北
(添乗員同行型）

　　北東北
青森･秋田･岩手
　　(ﾌﾘｰ）

　　南東北･新潟
山形･宮城･福島･佐渡
　　　(ﾌﾘｰ)

　金沢
能登･北陸
　(ﾌﾘｰ)

信州･高山･上高地
　　　(ﾌﾘｰ)

　　立山黒部
　アルペンルート
(添乗員同行･個人）

南紀･伊勢･東海･浜名湖
　　　　(ﾌﾘｰ)

四国･萩･山陽･山陰
　　　(ﾌﾘｰ）

京都･奈良･琵琶湖･
天橋立･城崎(ﾌﾘｰ)

大阪･神戸･有馬
　　(ﾌﾘｰ)

(その他）
●東北･北陸･信州･伊勢･南紀
　山陽･山陰･四国(添乗員同行)
●夏祭り-北海道･東北･中部･北陸･
　関西･四国･九州(添乗員同行･個人)

伊豆七島･小笠原

九州･屋久島･奄美大島
(○添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

　　　　　　沖縄
（○個人･添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ
　　　　(ﾌﾘｰ)

■エースJTB2004年夏（首都圏発）　パンフレット区分

＊斜体　夏のみに設定されている地域

資料：「エースJTB日本の旅2004年夏合冊版」より
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 5

図－４ 旅行商品の圏域区分－冬 

 

北海道

青森

秋田
岩手

山形 宮城

福島

茨城

栃木
群馬

埼玉

東京
千葉

神奈川

新潟

長野

山梨

静岡

富山

石川

岐阜

愛知

福井

滋賀

三重
奈良

和歌山

京都

大阪

兵庫
岡山

広島

鳥取

島根

山口

徳島

香川

愛媛 高知
福岡

佐賀
長崎

大分

熊本

宮崎

鹿児島

北海道(○添乗員同行型　○ﾌﾘｰ　○個人）

　　北東北
青森･秋田･岩手
　　(ﾌﾘｰ）

　　南東北･新潟
山形･宮城･福島･佐渡
　　　(ﾌﾘｰ)

　金沢
能登･北陸
　(ﾌﾘｰ)

南紀･伊勢･東海･浜名湖
　　　　(ﾌﾘｰ)

四国･萩･山陽･山陰
　　　(ﾌﾘｰ）

京都･奈良･琵琶湖･
天橋立･城崎(ﾌﾘｰ)

大阪･神戸･有馬
　　(ﾌﾘｰ)

九州･屋久島･奄美大島
(○添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

　　　　　　沖縄
（○個人･添乗員同行　○ﾌﾘｰ)

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｽﾀｼﾞｵ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ
　　　　(ﾌﾘｰ)

北陸･飛騨高山
(添乗員同行)

　信州ｰ渋･湯田中温泉･
上諏訪温泉･別所温泉(ﾌﾘｰ)

飛騨高山･下呂･奥飛騨(ﾌﾘｰ)

　　伊勢南紀
熊野古道･高野山
　(添乗員同行）

　山陽･山陰
　　四国
(添乗員同行)

■エースJTB2004年冬（首都圏発）　パンフレット区分

＊斜体　夏･冬いずれかのみに掲載されている地域

資料：「エースJTB日本の旅2004年冬合冊版」より

008610
テキストボックス
40



 6

図－５ 観光資源の分布（特Ａ級資源） 

 

観光資源分類と評価基準

自然資源 人文資源 ランク 基準・内容 代表資源名

山　　岳 史　　跡 わが国を代表する資源で、 富士山

高　　原 社　　寺 かつ世界にも誇示しうる 摩周湖

原　　野 城跡・城郭 特Ａ級 もの。わが国のイメージ 法隆寺

湿　　原 庭園・公園 構成の基調となりうるも 姫路城

湖　　沼 歴史景観 の。 祇園祭

峡　　谷 地域景観 特Ａ級に準じ、その誘致 芦ノ湖
滝 年中行事 Ａ級 力は全国的で、観光重点 天橋立

河　　川 建造物 地域の原動力として重要 清水寺

海　　岸 動植物園・ な役割をもつもの。 高山の街並み

岬 　　　　水族館 地方スケールの誘致力を 筑波山

  島　 　博物館・美術館 Ｂ級 もち、地方のイメージ構 浜名湖

岩石・洞窟 成の基調となりうるもの。 高山の朝市

動　　物 主として、県民および周 身延山

植　　物 Ｃ級 辺地域住民の観光利用に 石神井池

自然現象 供するもの。 広島城跡
以下Ｄ級－ 地域住民の利用。

資　源　分　類 評　　価

全国の観光資源の分布

№特Ａ級

摩周湖
（弟子屈町）さっぽろ雪まつり（札幌市）

奥入瀬（十和田湖町）
白神山地のブナ原生林（岩崎村他）

北山崎（田野畑村）

十和田湖（小坂町他）

尾瀬ヶ原（片品村他）

華厳の滝（日光市）

日光杉並木街道（日光市他）

東照宮（日光市）

国立歴史民俗博物館（佐倉市）

東京国立博物館（台東区）

黒部峡谷（大山町他）

穂高連峰（安曇村他）

富士山（富士宮市他）

皇大神宮(伊勢神宮内宮)（伊勢市）

式年遷宮（伊勢市）

延暦寺（大津市）

修学院離宮庭園

桂離宮庭園

祇園祭

京都国立博物館

国立民族学博物館（吹田市）

姫路城（姫路市）

法隆寺（斑鳩町）

東大寺

東大寺二月堂修二会（お水取り）

奈良国立博物館

高野山
（高野町）

隠岐諸島（西郷町他）

出雲大社（大社町）

厳島神社（宮島町）

広島平和記念資料館（広島市）

秋芳洞・秋吉台
（秋吉町）

阿蘇山と外輪山
（阿蘇町他）

屋久島／屋久杉の原始林
（上屋久島町他）

西表島
（竹富町）

京都市

奈良市
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＜参考＞都道府県別旅行量の推計と観光人口（宿泊客） 

 

0.6

1.3

 1.1

0.91.6

1.9
  1.7

0.4

1.8
1.7

4.8

1.5
2.2

  1.6
 1.3

0.2

0.6

0.6 0.9

0.4

3.5

2.2

 1.4

0.9

1.6

0.8

2.2

0.3

0.6

2.1

0.71.6

1.0

  0.8

0.7

1.2

1.5

0.4
0.7

1.5

1.8

1.0

0.9
1.0

2.0

1.4

2.3

観光人口比率

３％以上

２～３％未満

1.5～２％未満

１～1.5％未満

0.5～１％未満

0.5％未満

■都道府県観光人口（定住人口への換算）

行き先
都道府県名

a.
行き先
都道府
県比率
※1

b.
宿泊観光
客数
（千人）
※2

c.
宿泊観光
客平均滞
在日数
※1

d.=b.×c.
延日数
(千日)

e.
都道府県
人口
 (千人)
※3

f.=d./365
観光人口
（=延日数
/365日)
（千人）

g.=f./e.
観光人
口比率

北海道 7.2% 12,980 3.13 40,599 5,670 111 2.0%
青森 1.3% 2,274 3.16 7,195 1,469 20 1.3%
岩手 1.4% 2,484 2.82 6,998 1,407 19 1.4%
宮城 1.7% 2,969 2.56 7,608 2,371 21 0.9%
秋田 0.9% 1,537 3.03 4,656 1,176 13 1.1%
山形 1.4% 2,579 2.78 7,171 1,235 20 1.6%
福島 2.8% 5,032 2.60 13,084 2,120 36 1.7%
茨城 1.1% 1,884 2.53 4,766 2,990 13 0.4%
栃木 3.2% 5,643 2.35 13,269 2,010 36 1.8%
群馬 2.8% 5,043 2.44 12,280 2,032 34 1.7%
埼玉 0.8% 1,400 3.02 4,222 7,001 12 0.2%
千葉 4.3% 7,748 2.54 19,705 5,994 54 0.9%
東京 5.0% 8,875 2.96 26,278 12,219 72 0.6%
神奈川 4.1% 7,359 2.49 18,331 8,625 50 0.6%
新潟 3.5% 6,243 2.73 17,043 2,465 47 1.9%
富山 1.2% 2,190 2.77 6,072 1,119 17 1.5%
石川 2.1% 3,695 2.60 9,623 1,180 26 2.2%
福井 1.1% 2,032 2.41 4,887 828 13 1.6%
山梨 2.6% 4,601 2.44 11,237 889 31 3.5%
長野 8.1% 14,423 2.70 38,987 2,217 107 4.8%
岐阜 2.3% 4,200 2.43 10,212 2,111 28 1.3%
静岡 6.8% 12,212 2.51 30,684 3,786 84 2.2%
愛知 2.0% 3,611 2.73 9,855 7,123 27 0.4%
三重 2.3% 4,116 2.36 9,707 1,861 27 1.4%
滋賀 1.0% 1,758 2.40 4,228 1,359 12 0.9%
京都 3.1% 5,611 2.73 15,292 2,642 42 1.6%
大阪 2.1% 3,790 2.82 10,704 8,815 29 0.3%
兵庫 2.9% 5,201 2.41 12,516 5,578 34 0.6%
奈良 0.8% 1,463 2.95 4,323 1,438 12 0.8%
和歌山 1.8% 3,232 2.58 8,334 1,061 23 2.2%
鳥取 1.0% 1,853 2.48 4,594 612 13 2.1%
島根 0.9% 1,590 2.76 4,385 757 12 1.6%
岡山 1.1% 2,021 2.45 4,959 1,953 14 0.7%
広島 1.2% 2,179 2.89 6,308 2,878 17 0.6%
山口 1.2% 2,095 2.62 5,486 1,518 15 1.0%
徳島 0.7% 1,253 2.86 3,578 820 10 1.2%
香川 0.6% 990 2.74 2,711 1,021 7 0.7%
愛媛 0.8% 1,516 2.77 4,201 1,486 12 0.8%
高知 0.8% 1,379 3.13 4,323 810 12 1.5%
福岡 1.5% 2,748 2.85 7,840 5,043 21 0.4%
佐賀 0.5% 832 2.55 2,118 874 6 0.7%
長崎 1.5% 2,706 3.00 8,127 1,507 22 1.5%
熊本 1.4% 2,516 2.68 6,738 1,858 18 1.0%
大分 1.7% 2,990 2.73 8,163 1,219 22 1.8%
宮崎 0.7% 1,316 3.06 4,023 1,167 11 0.9%
鹿児島 1.1% 1,884 3.51 6,622 1,779 18 1.0%
沖縄 1.7% 3,053 3.69 11,268 1,339 31 2.3%

全国 100.0% 179,105 2.71 485,312 127,435 1,330 1.0%
 ※1 ｢旅行者動向2003｣(JTBF）による宿泊観光旅行先比率と平均泊数(98～02年平均｡居住都道府県への旅行含む)

 ※2 宿泊観光客数の全国計は「平成15年度観光白書」（国土交通省）より平成14年数値

 ※3 総務省｢人口推計年報｣より平成１４年１０月１日現在推計人口 JTBF作成 

「旅行者動向 2003」（(財)日本交通公社）等の資料を元

に、宿泊観光客の行き先都道府県別に観光客数、延旅行日

数を算出し、延旅行日数を 365日で除すことで定住人口換

算の観光人口を試算した（日帰り客、業務旅行を除く）。

日本全体での観光人口比率は 1.0％と試算される。 

下図は、観光人口を各都道府県人口で除した観光人口比

率のマップである。首都圏からのリゾート地である長野

県、山梨県の比率が高い他、石川県などの温泉地でも比率

が高い。大市場からの遠隔地では沖縄県、北海道などが高

い。業務旅行比率が高い大都市圏や、その日帰り観光圏で

は比率が低くなっている。 

これは試算に留まるが、今後、都道府県の観光政策を効

果的に立案する上で、入込統計手法統一と統計制度の向上

が望まれる。 
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区割り案（１）

北海道

北関東

中部

関西

中国・四国

九州

東北

沖縄

南関東

東京

（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１９年）、総生産：県民経済
計算（平成１７年度）における県内総生産、市町村数：平成２０年３月２１日現在における市町村の数

人口 面積 総生産 市町村数

（単位） （人） （km2） （百万円） （数）

北海道 5,627,424 83,456 19,741,587 180

東北 9,634,466 62,928 33,035,739 231

北関東 9,446,915 29,657 36,074,766 148

南関東 35,356,183 17,569 167,228,613 226

(東京以外) (22,785,279) (15,466) (74,959,189) (187)

（東京） (12,570,904) (2,103) (92,269,424) (39)

中部 20,324,545 51,500 88,033,765 308

関西 20,892,685 27,091 80,679,419 205

中国・四国 11,761,745 50,607 43,265,798 205

九州 13,352,022 38,946 44,499,837 251

沖縄 1,360,830 2,276 3,606,704 41

全国 127,756,815 364,029 516,166,228 1,795

地方制度調査会答申「区域例１」を基に、
次のとおり修正を行った。

①長野県を「北関東」から「中部」に

②福井県を「関西」から「中部」に

- 12 -
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北海道

北関東

東海

関西

中国

九州

東北

沖縄

南関東

東京

北陸

四国

（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１９年）、総生産：県民経済
計算（平成１７年度）における県内総生産、市町村数：平成２０年３月２１日現在における市町村の数

人口 面積 総生産 市町村数

（単位） （人） （km2） （百万円） （数）

北海道 5,627,424 83,456 19,741,587 180

東北 9,634,466 62,928 33,035,739 231

北関東 9,446,915 29,657 36,074,766 148

南関東 35,356,183 17,569 167,228,613 226

（東京以外） (22,785,279) (15,466) (74,959,189) (187)

（東京） (12,570,904) (2,103) (92,269,424) (39)

北陸 3,107,185 10,420 12,652,040 51

東海 17,217,360 41,079 75,381,725 257

関西 20,892,685 27,091 80,679,419 205

中国 7,675,475 31,816 29,758,880 110

四国 4,086,270 18,791 13,506,918 95

九州 13,352,022 38,946 44,499,837 251

沖縄 1,360,830 2,276 3,606,704 41

全国 127,756,815 364,029 516,166,228 1,795

区割り案（２）

区割り案（１）との相違点

①「中部」を「北陸」と「東海」に分割

②「中国・四国」を「中国」と「四国」に
分割
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北海道

北関東

東海

関西

中国

九州

東北

沖縄

南関東

東京

北陸

四国

（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１９年）、総生産：県民経済
計算（平成１７年度）における県内総生産、市町村数：平成２０年３月２１日現在における市町村の数

人口 面積 総生産 市町村数

（単位） （人） （km2） （百万円） （数）

北海道 5,627,424 83,456 19,741,587 180

東北 12,065,862 73,718 42,408,844 266

北関東 14,069,208 22,634 47,352,599 183

南関東 28,302,494 13,802 146,577,675 156

（東京以外） (15,731,590) (11,699) (54,308,251) (117)

（東京） (12,570,904) (2,103) (92,269,424) (39)

北陸 3,107,185 10,420 12,652,040 51

東海 17,217,360 41,079 75,381,725 257

関西 20,892,685 27,091 80,679,419 205

中国 7,675,475 31,816 29,758,880 110

四国 4,086,270 18,791 13,506,918 95

九州 13,352,022 38,946 44,499,837 251

沖縄 1,360,830 2,276 3,606,704 41

全国 127,756,815 364,029 516,166,228 1,795

区割り案（３）

区割り案（２）との相違点

①新潟県を「北関東」から「東北」に

②埼玉県を「南関東」から「北関東」に
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北海道

北関東

東海

関西

中国

九州

東北

沖縄

南関東

東京

北陸

四国

（出典）人口：国勢調査（平成１７年）、面積：全国都道府県市区町村別面積調（平成１９年）、総生産：県民経済
計算（平成１７年度）における県内総生産、市町村数：平成２０年３月２１日現在における市町村の数

人口 面積 総生産 市町村数

（単位） （人） （km2） （百万円） （数）

北海道 5,627,424 83,456 19,741,587 180

東北 9,634,466 62,928 33,035,739 231

北関東 16,500,604 33,424 56,725,704 218

南関東 28,302,494 13,802 146,577,675 156

（東京以外） (15,731,590) (11,699) (54,308,251) (117)

（東京） (12,570,904) (2,103) (92,269,424) (39)

北陸 3,107,185 10,420 12,652,040 51

東海 17,217,360 41,079 75,381,725 257

関西 20,892,685 27,091 80,679,419 205

中国 7,675,475 31,816 29,758,880 110

四国 4,086,270 18,791 13,506,918 95

九州 13,352,022 38,946 44,499,837 251

沖縄 1,360,830 2,276 3,606,704 41

全国 127,756,815 364,029 516,166,228 1,795

区割り案（４）

区割り案（２）との相違点

・埼玉県を「南関東」から「北関東」に
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